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資料－５ 
都市再生委員会（第５回） 

都市再生緊急整備地域の指定区域 
 

都市再生緊急整備地域の指定区域については、「長崎市中央部・臨海地域」都市・居

住環境整備重点地域（平成２０年１２月２６日国土交通大臣指定）を基本に、開発が抑

制されている地域や土地利用転換が見込めない地域を外すことで国と打ち合わせ中。 

（海域、市街化調整区域、工業専用地域、第一種低層住居専用地域、風致地区） 

都市再生緊急整備地域

【実績＝全国６５地区、６，６１２ha】

整備の基本方針（グランドデザイン）の策定
（県・市が原案作成、国が決定）

個別の民間開発事業等の実施

① 民間建設投資への金融措置
（国による無利子融資、債務保証等）

② 民間建築物への税制優遇
（不動産取得税・固定資産税の軽減等）

③ 都市計画制度の特例
（容積率制限の緩和、提案制度等）

※個別の公共事業等の実施（市）
①まちづくり交付金【国費約45/100、5%アップ】

都市・居住環境整備重点地域の指定
（H20.12.26国土交通大臣指定）

面積約1,360ha(海域約200haを含む)

都市・居住環境整備基本計画の策定 Ｈ２１年度
（地方公共団体）【１／２補助】

特定地区の整備計画等の策定
（地方公共団体等）【１／２補助】

都市再生緊急整備地域の指定
（政令指定＝閣議決定）

都市再生総合整備事業

【実績＝全国１７地区、平均約２，０００ha】

～国土交通省の補助事業～
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個別の公共事業等の実施
① 面的整備事業等【1/2補助】
（道路・公園・鉄道駅周辺施

設・バスターミナル等）
② 地域生活基盤施設、高次都市
施設等の整備【1/3補助】

③ 面的整備事業等の支障となる
工場等の除却費等【1/2補助】

～都市再生特別措置法に基づく制度～

民間都市再生事業計画の認定（国土交通大臣）

【参考】 都市のグランドデザイン構築のための手法

 

都市再生整備計画の策定（市が策定、国が交付金を交付）

市が主体となった公共事業等の実施

①まちづくり交付金（国費最大45％、5%アップ）

民間都市再生事業計画の認定（国土交通大臣）

個別の民間開発事業の実施
① 民間建設投資への金融措置

・民間都市開発推進機構からの無利子貸付、債務保証
・都市再生ファンド投資法人による出資、社債の取得等

② 民間建築物への税制措置
・認 定 事 業 者 ：所得税、法人税、登録免許税、不動産取得税、

固定資産税及び都市計画税の優遇
・事業区域内地権者：所得税、個人住民税及び法人税の優遇

③ 都市計画制度の特例
・都市再生特別地区（容積率の緩和が可能。）、市街地再開発事業などの都

市計画提案が可能となる。
・その際の行政（都市計画決定権者）の処理期間は６ヶ月。

【参考】 都市再生緊急整備地域指定のメリット
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